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※　人口動向等の将来の変化を地域ごとに把握するため、本資料では原則として老人福祉

　圏域ごとに推計値等を示している。

資料中で用いる圏域名と構成区市町村

構成区市町村

千代田区　中央区　港区　文京区　台東区

品川区　大田区

目黒区　世田谷区　渋谷区

新宿区　中野区　杉並区

豊島区　北区　板橋区　練馬区

荒川区　足立区　葛飾区

墨田区　江東区　江戸川区

北多摩西部 立川市　昭島市　国分寺市　国立市　東大和市　武蔵村山市

北多摩南部 武蔵野市　三鷹市　府中市　調布市　小金井市　狛江市

北多摩北部 小平市　東村山市　清瀬市　東久留米市　西東京市

八王子市　町田市　日野市　多摩市　稲城市

青梅市　福生市　羽村市　あきる野市　瑞穂町　日の出町　檜原村　奥多摩町

大島町　利島村　新島村　神津島村　三宅村　御蔵島村　八丈町　青ヶ島村　小笠原村

区中央部

圏域名

区東部

区東北部

区西北部

区西部

区西南部

区南部

北
多
摩

南多摩

西多摩

島しょ

図表１

図表２
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東京の人口の推移

※　2010(H22)年までの値は総務省「国勢調査」による実績値、2015（H27）年以降は東京の自治のあり方研究会による推計値
※　シェア算出に係る全国推計値は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」を使用
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※　全国推計は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」による推計値。その他は、東京の自治
のあり方研究会による推計値

※　全国推計は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」による推計値。その他は、東京の自治
のあり方研究会による推計値

2010（平成22）年を100とした場合の地域別・年齢層別将来人口指数（①区部・2050年）

2010（平成22）年を100とした場合の地域別・年齢層別将来人口指数（②市町村部・2050年）
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図表４－１

図表４－２
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人口増減率（2010年→2050年）の地域別・年齢層別寄与度

※　全国推計は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」による推計値。その他は、東京の自治
のあり方研究会による推計値
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図表６－１

東京の自治のあり方研究会 人口推計より算出

4



図表６－２

図表６－３

東京の自治のあり方研究会 人口推計より算出

東京の自治のあり方研究会 人口推計より算出
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図表６－４

図表６－５

東京の自治のあり方研究会 人口推計より算出

東京の自治のあり方研究会 人口推計より算出
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65歳以上人口の推移（区部・2010年を100とした場合）

65歳以上人口の推移（市町村部・2010年を100とした場合）

※　全国推計は国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計(全国推計)」(平成25年1月推計)による推計値（2035年
　　  までの推計）。その他は、東京の自治のあり方研究会による推計値

※　全国推計は国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計(全国推計)」(平成25年1月推計)による推計値（2035年
　　  までの推計）。その他は、東京の自治のあり方研究会による推計値
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図表７－２
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75歳以上人口の推移（区部・2010年を100とした場合）

75歳以上人口の推移（市町村部・2010年を100とした場合）

※　全国推計は国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計(全国推計)」(平成25年1月推計)による推計値（2035年
　　  までの推計）。その他は、東京の自治のあり方研究会による推計値

※　全国推計は国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計(全国推計)」(平成25年1月推計)による推計値（2035年
　　  までの推計）。その他は、東京の自治のあり方研究会による推計値
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年齢階層別の他道府県からの転入・転出人口の予測（都内計）

従属人口指数（生産年齢人口100人に対する年少・老年人口数）の変化

※　2010（平成22年）は総務省「国勢調査」による実績値、2015（平成27）年以降は東京の自治のあり方研究会による推計値

※　2010（平成22年）は総務省「国勢調査」による実績値、2050（平成62）年は東京の自治のあり方研究会による推計値
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図表11－１

図表11－２

（従属人口指数）=（年少人口＋老年人口）／生産年齢人口×100

東京の自治のあり方研究会 人口推計より算出

（従属人口指数）=（年少人口＋老年人口）／生産年齢人口×100

東京の自治のあり方研究会 人口推計より算出
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将来世帯数の動き

※　2010（平成22年）は総務省「国勢調査」による実績値、2015（平成27）年以降は東京の自治のあり方研究会による推計値
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図表12

図表13－１

東京の自治のあり方研究会 人口推計より算出
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図表13－２

東京の自治のあり方研究会 人口推計より算出
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高齢者単身世帯数　指数推移（①区部・2010年=100）

高齢者単身世帯数　指数推移（②市町村部・2010年=100）

※　全国推計は国立社会保障人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計(全国推計)」(平成25年1月推計)による推計値（2035年
　　  までの推計）。その他は、東京の自治のあり方研究会による推計値

※　全国推計は国立社会保障人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計(全国推計)」(平成25年1月推計)による推計値（2035年
　　  までの推計）。その他は、東京の自治のあり方研究会による推計値
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図表14－１

図表14－２
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図表15－１

図表15－２

東京の自治のあり方研究会 人口推計より算出

東京の自治のあり方研究会 人口推計より算出
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2050年時点の老年人口及び生産年齢人口の地域別増減（2010年=100）

※　全国推計は国立社会保障人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」による推計値。その他は、東京の自治の
あり方研究会による推計値
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図表16

図表17

東京都「介護保険事業状況報告」により、平成25年10月時点の

年齢階級別・要介護度認定率を算出し、この比率が将来も一定

の比率で推移するとの仮定の下に、年齢階級別将来推計人口を

乗じることで推計
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図表18

図表19

東京長寿医療センター「認知症総合アセスメント報告書」による

65歳以上高齢者の性別・年齢階級別認知症有病率が将来も一

定の比率で推移するとの仮定の下に、65歳以上の性別・年齢階

級別将来推計人口を乗じることで推計

要介護者に対する特別養護老人ホーム定員の比率が今後も一

定の比率で推移するとの仮定の下に、これを要介護認定者数推

計値に乗じることで推計

なお、基準とした平成23年の実績値は東京都「平成23年 社会

福祉施設等調査」の特別養護老人ホーム定員数を用いた。
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図表20

図表21

厚生労働省「平成24年介護サービス施設・事業所調査」のサービ

ス別介護職員数からサービス別の介護職員数と要介護認定者

数の比率を算出し、これが将来も一定の比率で推移するとの仮

定の下に、要介護認定者数推計値を乗じることで推計

総務省「平成24年度市町村別決算状況調」の老人福祉費のデー

タを平成24年1月時点住民基本台帳による各区市町村ごとの人

口で除して算出
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図表22－１

図表22－２

平成24年時点の都民１人当たり老人福祉費が将来も一定で推移

するとの仮定の下に、65歳以上の将来推計人口を乗じることで

推計

平成24年時点の都民１人当たり老人福祉費が将来も一定で推移

するとの仮定の下に、65歳以上の将来推計人口を乗じることで

推計
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空き家率の将来推計

※　2008（平成20）年、 2050（平成62）年ともに、総務省「住宅土地統計調査」による実績値に総務省「国勢調査」による世帯数の増減
傾向を反映して算出した推計値
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図表23

図表24－１

総務省「住宅・土地統計調査」による住宅数のデータを基づき、

「東京都統計年鑑」（平成15年～平成19年）による地域別着工住

宅数から算出した新規着工数を踏まえて算出。

なお、町村部におけるそれぞれの地域別着工住宅数のデータが

ないため、圏域内の他市の値に基づき表示
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図表24－２

総務省「住宅・土地統計調査」による住宅数のデータを基づき、

「東京都統計年鑑」（平成15年～平成19年）による地域別着工住

宅数から算出した新規着工数を踏まえて算出。

なお、町村部におけるそれぞれの地域別着工住宅数のデータが

ないため、圏域内の他市の値に基づき表示
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自治体の面積・人口規模比較（都内区市及び全国20万人以上人口市）

2000（平成12）年以降の都内区市町村の総職員数の推移（指数　2000年=100）

※　総職員数は、総務省「地方公共団体定員管理調査」（平成12年～平成25年）による。

※　人口、面積ともに総務省「平成22年国勢調査」による。
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図表25
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全国区市町村の人口規模別　千人当たり内部管理職員数（平均値）

全国区市町村（政令市除く）　千人当たり内部管理職員数

※　職員数は、総務省「平成25年地方公共団体定員管理調査」による。「内部管理部門」の職員数は、「議会」、「総務一般」（小項目
「総務一般」、「会計出納」、「管財」、「職員研修所」、「行政委員会」の計）、「企画開発」の職員数の計。人口は総務省「平成22年国勢
調査」による平成22年10月1日現在の人口
※中核市、特例市はそれぞれ現行要件（30万人以上、20万人以上）で集計
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図表27

図表28
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500ｍ以内に公益施設等がある住宅の割合

※　500m以内に公益施設等がある住宅の割合は、総務省「平成20年住宅・土地統計調査」により作成
※　公益施設の設置密度は、総務省「平成23年度公共施設状況調」により作成

全国

東京都

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

交通機関 医療機関 公園 公民館

・集会所

緊急避難

場所

老人ﾃﾞｲ

ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ

郵便局

・銀行

保育所 小学校 中学校

区部 北多摩 南多摩 西多摩

（％）

※　１施設あたりの奉仕対象面積＝区域面積÷当該区域内の施設数
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区部 2.22 2.75 7.83

市部 11.20 5.41 10.89
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図表29
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図表31
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都内公営住宅（区市町村保有分のみ）の建設時期別戸数

※　東京都都市整備局資料により作成
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図表33
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図表34－１

図表34－２

総務省「平成24年就業構造基本調査」により、年齢別・世帯所得

別の世帯数を算出し、これに総務省「平成21年消費実態調査」の

年間収入階級別の自動車普及率及び東京の自治のあり方研究

会人口推計の将来推計世帯数を乗じることで自動車保有世帯数

を推計

総務省「平成24年就業構造基本調査」により、年齢別・世帯所得

別の世帯数を算出し、これに総務省「平成21年消費実態調査」の

年間収入階級別の自動車普及率及び東京の自治のあり方研究

会人口推計の将来推計世帯数を乗じることで自動車保有世帯数

を推計
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住民の社会貢献意識（貢献したいと思っている人の割合）の変化（年代別・全国）

社会貢献や地域へのかかわりに対する住民の意識

※　内閣府「社会意識に関する世論調査」により作成。現在の地域との付き合いの程度における「付き合っている」と回答した人の割
合は、「よく付き合っている」「ある程度付き合っている」の回答者の計

※　内閣府「社会意識に関する世論調査」により作成
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※  H18.2調査分までは「特別区」の集計値が

存在しないため、「大都市」の集計値を使用

※  H16.1調査分までは「特別区」の集計値が

存在しないため、「大都市」の集計値を使用

※ H17.2～H22.1調査までは、調査項目自体

が存在しない。
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図表35

図表36
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図表37

東京都「区市町村年報」による消防団加入者のデータ及び平成

16年１月時点並びに平成26年１月時点の住民基本台帳による18

歳以上人口のデータより作成

なお、平成16年及び平成26年時点の加入率は以下のとおり

区中央部 0.376% 区中央部 0.329%
区南部 0.199% 区南部 0.184%
区西南部 0.178% 区西南部 0.178%
区西部 0.166% 区西部 0.159%
区西北部 0.161% 区西北部 0.152%
区東北部 0.258% 区東北部 0.234%
区東部 0.190% 区東部 0.181%
北多摩西部 0.169% 北多摩西部 0.158%
北多摩南部 0.175% 北多摩南部 0.163%
北多摩北部 0.159% 北多摩北部 0.144%
南多摩 0.276% 南多摩 0.247%
西多摩 0.769% 西多摩 0.708%
島しょ 5.528% 島しょ 5.296%

平成16年 平成26年
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